項目１１地域組織への追加
「地区における課題解決や計画作りのために地区協議会を置くことができる。市は地区協議会の活動を支援するものとする。」
地区協議会について
○　地区における市民参加による住みよい地区づくりを進めるために地区協議会を設置する。この協議会は、地区の自治会町内会の自主的活動を尊重しながら、地区課題について取り組む。

· 地区協議会は、行政区（鎌倉、腰越、深沢、大船、玉縄）ごとに設けるものとするが、さらに細分化することも可能とする。
· 地区協議会は、地区における自治会町内会をはじめ地区の多様な市民の組織、団体、個人で構成する。

· 地区協議会は、地区の課題で特に重要な課題について討議し、地区の計画や、まちづくりを進めるものとする。

市は、地区に関わる計画について協議会に諮問し、協議会が策定したまつづくり計画について市の総合計画等に位置づけるものとする。

· 地区協議会は、運営ルールを策定し、民主的に運営する。
この協議会の経費はこの協議会に参加する団体、市民が負担すると共に、市は支援するものとする。

· 地区協議会で策定したことを実現するために、協議会参加団体、市民、行政は協働してその実現を図る。
· 市は地区協議会の場の提供や情報の提供を積極的に行うと共に、活動を支援する。

市民委員会について
（目的）

　市の総合計画など重要施策に関し、市民参加により策定していくために市民委員会を設置する。市民委員会は市民の声を充分に聞き、議論し、報告をまとめるものとする。

　市は、市民委員会の報告を尊重する義務を負う。
（市民委員会の組織）

　市民委員会は課題別に市が設置する。

　市民委員会の委員構成は、専門家、関係団体の代表者、公募市民により構成する。

　公募市民の数は全体定数の三分の一以上とする。

（公募のあり方）

　市は公募委員を公募するにあたり、定数、議論すべき課題等、市民に分かりやすく説明し、公募するものとする。

　公募に応じた市民から委員を選任するにあたっては、地域、年代、性別等を考慮して選考する。

（市民委員会の任期）

　市民委員会は討議すべき課題について、おおむね２年以内に結論を出すものとする。

（市民委員会の運営）

　市民委員会は委員の互選により代表、副代表を選任する。

　代表は委員会を代表すると共に、委員会の運営に責任を負う。

　必要に応じて運営委員会、部会をおくことができる。
　市民委員会は、市民の声をいかすために、委員以外の市民との意見交換会を行うものとする。

（事務局）

　市民委員会の事務局は市が行う。

　事務局は委員会からの資料提供の要請に誠実に応えるものとする。

（会議の公開）

　会議は原則公開で行う。会議の記録は速やかにホームページ等で公開する。

（条例の制定）

　市は自治基本条例に基づき市民委員会条例を制定するものとする。

（経費等）

　市民委員会の委員の報酬は専門家等を除き無償とする。

　市民委員会の活動に必要な経費は市が負担する。

